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本日のご説明内容

１．流通システム標準化事業とは

２．平成17年度までの実施経緯

３．平成１８年度以降の取組み方針
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本日のご説明内容

１．流通システム標準化事業とは

２．平成17年度までの実施経緯

３．平成１８年度以降の取組み方針



○個別企業ごとに分断された情報を、IT活用により、消費者が望むモノを望むだけ供給し、
欠品や在庫を削減する。（SCM：サプライチェーンマネジメント）

○個別企業ごとに分断された情報を、IT活用により、消費者が望むモノを望むだけ供給し、
欠品や在庫を削減する。（SCM：サプライチェーンマネジメント）

情報共有によるＳＣＭの実現に向けた取り組み情報共有によるＳＣＭの実現に向けた取り組み
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在庫、欠品が削
減できた！

在庫の山、
欠品ばかり...

情報の
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断絶

情報の
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売り切
れ・・・
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流通業界を取り巻く環境変化と本事業の目的

○流通業界を取り巻く環境は、社会経済環境、流通構造、公的制度、ＩＴ環境等の様々な面で変化している。
○流通業界では、こうした変化に対応して、消費者に対して新たな価値を提供していくために、カテゴリーマネジメント等の
オペレーションの高度化、トレーサビリティ等の安全・安心の確保、業務の効率化・高度化（例：伝票保存のない取引の
実現）、といった対応に迫られている。

○こうした対応を講じるためには、企業間で商品や取引に関する情報を低コストで効率的に交換・共有し、流通業界全体で
最適な供給体制（サプライチェーン）を構築することが重要であり、そのための情報共有の基盤を整備することが必要。

社会経済環境の変化
・消費の低迷
・消費者ニーズの高度化
・人口の減少、少子高齢化 等

社会経済環境の変化
・消費の低迷
・消費者ニーズの高度化
・人口の減少、少子高齢化 等

流通構造の変化
・出店規制等の緩和
・外資系小売業の参入
・業態の多様化 等

流通構造の変化
・出店規制等の緩和
・外資系小売業の参入
・業態の多様化 等

公的制度の変化
・医薬品規制（薬事法）
・食品表示制度（JAS法、景表法）
・トレーサビリティの義務化 等

公的制度の変化
・医薬品規制（薬事法）
・食品表示制度（JAS法、景表法）
・トレーサビリティの義務化 等

ＩＴの進展
・インターネットの進化・浸透
・Ｊ手順の陳腐化
・固定長ＥＤＩの限界 等

ＩＴの進展
・インターネットの進化・浸透
・Ｊ手順の陳腐化
・固定長ＥＤＩの限界 等

流通業界が対応を迫られている課題 本事業の目標

企業間で情報の交換・共有を
低コストで効率的に実現する
ための情報共有基盤の整備

企業間で情報の交換・共有を
低コストで効率的に実現する
ための情報共有基盤の整備

最新のＩＴ活用

消費財流通を取り巻く環境変化

◇オペレーションの高度化
（CRM、カテゴリマネジメント、CPFR等）

◇安全・安心の仕組みづくり
（トレーサビリティ等）

◇業務の効率化・高度化
（伝票レスの取引）

◇オペレーションの高度化
（CRM、カテゴリマネジメント、CPFR等）

◇安全・安心の仕組みづくり
（トレーサビリティ等）

◇業務の効率化・高度化
（伝票レスの取引）
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本事業の概要本事業の概要

○流通業界の各企業間で商品や取引に関する情報を低コストで効率的に交換・共有し、最適な供給体制（サプライチェーン）を
構築するために、以下のような情報共有の基盤を整備

○具体的には、Ｎ対Ｎでやりとりする商品情報と１対１でやりとりする受発注等の取引情報の２つの情報の標準化等に取組む

○流通業界の各企業間で商品や取引に関する情報を低コストで効率的に交換・共有し、最適な供給体制（サプライチェーン）を
構築するために、以下のような情報共有の基盤を整備

○具体的には、Ｎ対Ｎでやりとりする商品情報Ｎ対Ｎでやりとりする商品情報と１対１でやりとりする受発注等の取引情報１対１でやりとりする受発注等の取引情報の２つの情報の標準化等に取組む

小売業小売業

などなど

メーカー・卸売業メーカー・卸売業

などなど

家 電家 電

衣 類衣 類

住関連製品住関連製品

書 籍書 籍

日用品日用品

ドラッグストアドラッグストア

書店書店

ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ

総合スーパー総合スーパー

医薬品医薬品

生鮮品生鮮品

日配品日配品

加工食品加工食品

家電量販店家電量販店

百貨店百貨店

ホームセンターホームセンター

食品スーパー食品スーパー

専門店専門店

商品マスタ

受発注

物流

POS・在庫

請求・支払

N対Nで

１対１で

インターネット＆標準化

１対１で

１対１で

１対１で
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短期的な効果

長期的な効果

本事業で実施する２つの事業の効果

・商品情報の正確な伝達によるミスの削減
・商品情報を伝達するためのコストの削減
・商品情報の迅速な伝達
・多様な商品情報の検索と入手 等

・Ｊ手順から低コストのインターネットＥＤＩへの移行
・中小取引先とのＥＤＩへの移行が円滑化
・ＥＤＩ関連のシステムやソフトウエアの価格の低減
・新たな取引先拡大に柔軟・効率的な対応 等

・間違いのない商品の提供
・確実な商品情報の伝達 等

本事業で実施する２つの事業の概要

企業間の情報共有の基盤

商品マスタのやりとりを
同期化するための情報
の標準化・システム化

商品マスタのやりとりを
同期化するための情報
の標準化・システム化

受発注等の取引情報をイ
ンターネットでやりとりする

ためのＥＤＩの標準化

受発注等の取引情報をイ
ンターネットでやりとりする

ためのＥＤＩの標準化

商品マスタ関連の業務効率化 取引業務の効率化
安心安全な仕組み作り

・販売・在庫情報の共有
・共同需要予測・販売計画
・共同商品企画・開発 等

オペレーションの高度化
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本日のご説明内容

１．流通システム標準化事業とは

２．平成17年度までの実施経緯

３．平成１８年度以降の取組み方針



2002年4月 ＧＣＩ研究会の誕生 → 2005年度より日本ＧＣＩ推進協議会へ
消費財のサプライチェーンを構成する製・配・販三層の企業が一堂に会して、国際標準について調査研究する
とともに、国際標準を踏まえた今後の我が国の流通サプライチェーンのあり方について研究。
（日用品、加工食品メーカー、卸、総合スーパー、百貨店などの消費財流通の大手企業の研究会）

経済産業省のこれまでの取り組み経済産業省のこれまでの取り組み

2003年度～ 経済産業省 流通SCM事業

急速に進む国際標準化や、インターネットに対応した新たな流通システム構築に向けて、インターネットＥＤＩ及び商
品情報共有化について検討し、実証実験を行う。

（日用品、加工食品メーカー、卸売業、小売業による委員会を形成し事業を推進）

2005年度2004年度2003年度

実証
実験

実証
実験

マスタデータ
同期化

マスタデータ
同期化

次世代ＥＤＩ次世代ＥＤＩ
ビジネスプロセ
スモデルの作
成（小売－卸
間）

ビジネスプロセ
スモデルの作
成（小売－卸
間）

作成した
プロセスに
基づく基本
設計

作成した
プロセスに
基づく基本
設計

詳細設計
開発実証
実験準備

詳細設計
開発実証
実験準備

実証
実験

実証
実験

実験
評価

実験
評価

実証実験成果を踏
まえた次世代EDI
の標準化研究

実証実験成果を踏
まえた次世代EDI
の標準化研究

国際標準準
拠の基本仕
様検討

国際標準準
拠の基本仕
様検討

業務運用仕
様、技術仕様
の作成

業務運用仕
様、技術仕様
の作成

作成した仕

様に基づく
基本設計

作成した仕

様に基づく
基本設計

実験
評価

実験
評価

詳細設計
開発実証
実験準備

詳細設計
開発実証
実験準備

イオン、菱食、花王販売、
カゴメ等で実証実験

イオン、菱食、花王販売、
カゴメ等で実証実験

2005年～ 日本チェーンストア協会、日本スーパーマーケット協会の合同ＷＧ
次世代のＥＤＩ標準化に向けた小売業による取組が本格的に始動。

60社以上の企業
により実証実験を

実施。

60社以上の企業

により実証実験を
実施。
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国内外の商品データプールの相互接続国内外の商品データプールの相互接続

○ナショナル・レジストリとグローバルゲートウェイは、メーカー、卸、小売全体のサプライチェーンがインター
ネットを通じて商品情報を共有化するための、流通・物流システムにおける基盤インフラ。

○これにより、小売業が商品を幅広く効果的に検索・データ整備することを可能とし、また、メーカー・卸側もよ
り多くの小売業者への商品情報提供を効率的に行うことが可能となり、これを通じてサプライチェーンマネジ
メントの効率化・最適化、ひいては消費者利益の増進が図られる。

○また、グローバルレジストリを通じて、世界中のデータベースと繋がることにより、上述の小売、卸、メーカー
それぞれのメリットをワールドワイドに享受するとともに、日本製品の海外販路拡大が図られる。

トータルSCMの実現

DPメ
ー
カ
ー
・卸

メーカー・卸側データベース
小売側データベース

小
売
業

DP

DP

DP

DP DP

中国ＮＤＢ

１SYNC
（UCCnet)

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ
ﾚｼﾞｽﾄﾘ

ﾅｼｮﾅﾙ
ﾚｼﾞｽﾄﾘ
機能

ﾅｼｮﾅﾙﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ
ｹﾞｰﾄｳｪｲ
機能
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イオン
イズミヤ
イトーヨーカ堂
シジシージャパン
西友
東急ストア
紅屋商事
ユニー

アサヒビール
味の素
カゴメ
加ト吉
キッコーマン
キユーピー
キリンビール
工藤パン
月桂冠
サッポロビール
サントリー
宝酒造
ニチレイフーズ
日清オイリオグループ
日清フーズ
ミツカンドライ

酒類・加工食品ﾒｰｶｰ 酒類・加工食品卸

小 売

商品情報共有化システム実証実験（２００５）商品情報共有化システム実証実験（２００５）

エステー化学
花王
カネボウ化粧品
小林製薬
サンスター
資生堂
Ｐ＆Ｇ
ユニリーバ
ライオン

日用品ﾒｰｶｰ

ﾌｧｲﾈｯﾄ

ﾌﾟﾗﾈｯﾄ

ジェフ
ネット

ﾋﾞｽﾞﾏｰﾄ

日用品卸

Agentrics
(旧WWRE）

伊藤忠食品
加藤産業
国分
デイリーフーズ
トーカン

日本アクセス
日本酒類販売
三井食品
明治屋商事
菱食

アオキコーポレーション
あらた
花王販売

中央物産
ときわ商会
パルタック

委託先：野村総合研究所
技術支援：インテック、サイ
バーリンクス、日本アイ・
ビー・エム、日本オラクル、日
本ベリサイン、富士通、マイ
クロソフト

その他

JICFS
/IF-DB
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業際的なインターネット業際的なインターネットEDIEDI・ＧＤＳの推進・ＧＤＳの推進

○業態・業種を越えて、統一的な処理ができるようなインターネットＥＤＩの標準づくり取り組みを実施。

11

卸・メーカー

支払

小売へ

支払案内データ

買掛売掛

小 売

検品

消込

受注

発注

商品ﾏｽﾀｰ
登録

商品ﾏｽﾀｰ
登録

商品ﾏｽﾀｰ

卸・メｰｶｰから

ｾﾝﾀｰ在庫
補充

値札作成

出荷

値札作成データ

在庫補充

（GDS）

卸・ﾒｰｶｰへ
返品

小売から

請求データ
消込

返品受領

返品受領データ

返品データ

受領（伝票）データ

出荷(伝票）データ

出荷(梱包）データ

発注訂正データ

集計表発注データ

発注データ

請求
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角 田 吉 隆

神 藤 信 弘
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情 報 シ ス テ ム 部 開 発 グ ル ー プサ ミ ッ ト ㈱５

情 報 シ ス テ ム 部 M D シ ス テ ム 開 発 担 当 マ ネ ジ ャ ー㈱ イ ト ー ヨ ー カ 堂４

情 報 技 術 部 部 長イ ズ ミ ヤ ㈱３

グ ル ー プ I T 本 部 情 報 シ ス テ ム 部 長イ オ ン ㈱２

情 報 シ ス テ ム グ ル ー プ 担 当 ゼ ネ ラ ル マ ネ ジ ャ ー㈱ ア ー ク ス１

所 属 ・ 役 職会 社 名N o .

情報システム委員会情報システム委員会

日本チェーンストア協会日本チェーンストア協会

農林水産省農林水産省

日本スーパーマーケット協会日本スーパーマーケット協会

食品流通構造
改善促進機構

食品流通構造
改善促進機構 流通システム

開発センター

流通システム
開発センター

GCI JapanGCI Japan

経済産業省経済産業省

次世代ＥＤＩ標準化
ワーキンググループ

次世代ＥＤＩ標準化
ワーキンググループ

検討委員

スーパーマーケットにおけるスーパーマーケットにおける
次世代標準次世代標準EDIEDIの検討について（２００５）の検討について（２００５）
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本日のご説明内容

１．流通システム標準化事業とは

２．平成17年度までの実施経緯

３．平成１８年度以降の取組み方針



今後３年間を目途に、消費財流通における情報化・標準化を推進し、流
通の効率化と消費者利益の最大化を目指す。

１ 商品情報共有化システムの実用化
平成１７年度の成果の実用化と、ナショナルレジストリの構築。将来的にグローバルレ

ジストリと接続。

２ 流通における受発注～決済までの次世代標準EDI実用化
総合スーパー、食品スーパーにおける日用品、加工食品のこれまでの取り組みを、実用化に

移すための取り組み。

３ １，２についての商材及び小売業態拡大
日用品、加工食品業界、スーパーマーケット業態以外での標準化への取り組み。

４ 誰もが安心して活用できる流通情報基盤の実現
１～３を実現するために不可欠な通信プロトコル、セキュリティ、標準の開発・維持・普
及・国際提案体制の確立。

今後３年間を目途に、消費財流通における情報化・標準化を推進し、流
通の効率化と消費者利益の最大化を目指す。

１ 商品情報共有化システムの実用化
平成１７年度の成果の実用化と、ナショナルレジストリの構築。将来的にグローバルレ

ジストリと接続。

２ 流通における受発注～決済までの次世代標準EDI実用化
総合スーパー、食品スーパーにおける日用品、加工食品のこれまでの取り組みを、実用化に

移すための取り組み。

３ １，２についての商材及び小売業態拡大
日用品、加工食品業界、スーパーマーケット業態以外での標準化への取り組み。

４ 誰もが安心して活用できる流通情報基盤の実現
１～３を実現するために不可欠な通信プロトコル、セキュリティ、標準の開発・維持・普
及・国際提案体制の確立。

今後の取り組みについて今後の取り組みについて
（～平成２０年度）（～平成２０年度）
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平成１８年度（今年度）の事業概要

１．商品情報共有化システム（ＧＤＳ）の実用化
○ナショナルレジストリの構築

○ＧＤＳ実用化実証

２．次世代標準ＥＤＩの実用化
○次世代ＥＤＩメッセージ標準化作業→ＸＭＬスキーマ開発→共同実証プロジェクト

３．次世代標準ＥＤＩメッセージ利用業種・業態の拡大
○スーパーにおける生鮮食料品

○スーパーにおけるアパレル

○百貨店における婦人靴・アパレル

４．共通インフラ機能の検討
○セキュリティ機能や通信プロトコル等のあり方の検討

５．標準の維持・管理を行う機能（仮称：協議会）の検討
○流通システム標準化協議会（仮称）の検討等

15

平成１８年度予算額：９億円
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平成18年度の事業全体（標準化プログラム）の構成

経済産業省

１．商品マスタデータ
同期化システムの開発

1-1 ナショナルレジストリの構築

1-2 ＧＤＳ実用化実証

２．次世代ＥＤＩ標準メッセージの検討と
共同実証

2-2 ＸＭＬスキーマの開発

2-1 ＥＤＩメッセージの標準化

2-3 共同実証

３．対象業種・業態の拡大
次世代ＥＤＩ

標準化ＷＧ

共同実証

タスクチーム

標準化

タスクチーム
アパ産協

3-2 アパレル

食流機構

3-1  生鮮食品

５．維持管理体制の検討、広報・普及活動、事業の全体調整

5-1 標準の維持管理の検討

5-2 広報・普及活動

事業の全体調整
（ＰＭＯ）

流通システム標準
普及推進委員会

協議会検討ＷＧ

広報・普及ＷＧ

百貨店協

3-3 百貨店

4-1 セキュリティ基盤の検討

4-2 通信ﾌﾟﾛﾄｺﾙ標準化の検討

4-3 事業者の認定基準の検討

４．共通インフラ機能
の検討・構築

日本ﾁｪｰﾝｽﾄｱ協会、日本ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ協会
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通信プロトコル・セキュリティの検討概要

世界的には、インターネット上には第三者による盗聴や改ざん、成りすましなどの
脅威が存在するので、原則としてGDS・EDI、そして将来的なEPCも含めた範囲に
おいてシステムインフラは共通化することが要件となっている

我が国でも、商品マスタ同期化システム（ＧＤＳ）と次世代標準ＥＤＩについて、シス
テム基盤を共通化するべく検討し、その次に来るべきEPCの状況も踏まえたシス
テム基盤構築が必要である

＜検討項目＞

1. 相互セキュリティ基盤に関する検討・認証局構築

相互セキュリティ認証基盤構築に関するガイドライン作成

認証局構築・運用

2. 通信プロトコル標準化に関する検討

国内・海外における通信プロトコル標準化実態調査

通信プロトコル利用ガイドライン作成

3. GDSにおけるﾃﾞｰﾀﾌﾟｰﾙ事業者、EDIにおけるVAN事業者の共通基盤使用適合性判定のための認定基
準策定に関する検討
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本事業で推進している流通システム標準化の内容を、団体等が主催する
業界や地域単位など、さまざまな会合でご説明させていただきます。
（現在、詳細内容検討中です）

１．ご説明の条件（例）

①主催は業界団体や地域の公共団体

②集客予定が３０名以上

③開催報告の提出

④営利目的ではない

２．ご支援内容（例）

①講師の派遣

②説明用テキストの提供

③費用の負担（講師謝金・旅費等）

※本制度を利用されたい方は、流通システム開発センターの下記

窓口へご一報ください。 scm@dsri.jp

業界や地域などでのご説明



ホームページの開設
＜www.dsri.jp/h18-keisan/h18-keisan.htm >

経済産業省 平成18年度流通
システム標準化事業のご案内

掲載コンテンツと運営
・事業全体のご紹介
・平成17年度までの流通SCM
全体最適化促進事業の成果

・事業の成果公開
→情報は随時更新
→最新の検討内容を提供

・成果報告会、普及説明会案内

・当事業に関する、質問や意見
等を広く募集し、事業に反映
させていきます。

19
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事業の全体概要事業の全体概要

○これまで行ってきた総合スーパー、食品スーパーにおける加工食品、日用品の標準化の取り組みから、１８年度は、商材
は生鮮品と衣類に、小売業態は百貨店に拡大。

○１９年度以降、その他の商材、業態に拡大することにより、我が国の流通業全体での効率化を目指す。

○これまで行ってきた総合スーパー、食品スーパーにおける加工食品、日用品の標準化の取り組みから、１８年度は、商材
は生鮮品と衣類に、小売業態は百貨店に拡大。

○１９年度以降、その他の商材、業態に拡大することにより、我が国の流通業全体での効率化を目指す。

小売業小売業

などなど

メーカー・卸売業メーカー・卸売業

などなど

家 電家 電

衣 類衣 類

住関連製品住関連製品

書 籍書 籍

日用品日用品

ドラッグストアドラッグストア

書店書店

ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ

総合スーパー総合スーパー

医薬品医薬品

生鮮品生鮮品

日配品日配品

加工食品加工食品

家電量販店家電量販店

百貨店百貨店

ホームセンターホームセンター

食品スーパー食品スーパー

専門店専門店

商品マスタ

受発注

物流

POS・在庫

請求・支払

N対Nで

１対１で

インターネット＆標準化

１対１で

１対１で

１対１で
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（参考資料）



22

各事業の内容（１）

１．商品マスタデータ同期化システム（ＧＤＳ）の開発

昨年度の実証実験で検証された成果を踏まえ、実用化を前提とした検討と実証を行う。

１－１ ナショナル・レジストリの構築
ナショナル・レジストリは、国内のデータプール間での同期化を図る機能であるローカル・レジスト

リ機能と、グローバル・レジストリと接続するナショナル・ゲートウエイ機能からなる。

商品情報データベースを有するＶＡＮ事業者が多数存在する日本では、このような形態のレジス
トリ機能が必要である。

１－２ 実用化実証
今年度の実用化実証は、平成17年度に実施した実証実験における課題を踏まえ、酒類・加工食

品、日用品・化粧品を中心に、メーカー、卸、小売の三層にわたる商品データ項目標準と、その商
品情報の同期化プロセス標準、及び技術等の課題を、我が国の流通構造・商慣行を考慮して検
討・実施する。

また、それらの標準等に基づき構築した商品マスタデータ同期化システムを用いて、運営方法の
検討及び実用化に向けた実装検証（技術的実現可能性、業務運用可能性、導入効果に関する実
証的な検証）を実施する。
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各事業の内容（２）

２．次世代標準ＥＤＩメッセージの検討と共同実証

昨年度までに検討された成果を着実に実運用に移行するために下記の検討を行っている。

２－１ ＥＤＩメッセージの標準化
昨年度、日本チェーンストア協会と日本スーパーマーケット協会の合同ＷＧで検討した標準メッ

セージについて、本年度の実装を前提に卸売業を交えた精度向上の検討を継続している。

（検討内容例）

－取引業務プロセス（例：出荷梱包と伝票番号の紐つけ有無）

－メッセージの対象範囲（例：日配品、惣菜は対象となるか）

－データ項目の精度向上（例：必須と任意の見直し）

２－２ ＸＭＬスキーマの開発
国際標準との比較検討により標準化方針を策定し、その方針に基づくＸＭＬスキーマ（ＸＭＬ言語

で記述されたメッセージ文書構造）を開発している。

２－３ 共同実証
作成されたＸＭＬスキーマを使用して、実際の取引データを複数の小売業と卸間で交換し、シス

テム運用面や業務運用面での実用性と効果検証を行う。

共同実証は本年１２月から開始し、来年4月以降はそのまま本番運用されることを想定している。
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各事業の内容（３）

３．対象業種・業態の拡大

グロッサリーを対象に作成された標準メッセージを、他の業種・業態で利用する場合に不足してい
るメッセージ種やデータ項目は何か、という検討を、今年度は下記の３分野で行っている。

３－１ 生鮮食品
◆対象商品分野：生鮮３品（青果、水産、食肉）+花き

◆対象取引分野：ＧＭＳ、食品スーパー⇔取引先（卸売市場、出荷者等）

◇検討内容（例）

－メッセージ種では集計表発注（店舗別明細付き）が必要？

－データ項目では産地情報や不定貫項目の追加が必要

－商品コードの標準化の検討が必要

３－２ アパレル
◆対象商品分野：ＧＭＳで取扱う衣料品

◆対象取引分野：ＧＭＳ⇔アパレルメーカー

◇検討内容（例）

－メッセージ種では値札作成データが必要

－データ項目ではカラー、サイズコードの追加が必要

３－３ 百貨店
百貨店におけるアパレル製品を主対象に、まずはＧＭＳとの取引形態の違い（例：消化取引が多
い）の分析を行っている。
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各事業の内容（４）

４．共通インフラ機能の検討・構築

昨年度まで個別に検討されてきた商品マスタデータ同期化システムと次世代ＥＤＩについて、システ
ム基盤を共通化するための検討を行う。

４－１ 相互セキュリティ基盤に関する検討と認証局の構築
インターネットを利用したデータ交換では、改ざんやなりすまし等の不正を防止するためのセキュ

リティ対策が必要となる。中でも、多数の企業間で錯綜したＥＤＩ交換を行う流通業界にとっては、ひ
とつのデジタル証明書でデータ交換ができる環境が必須である。

そのための“業界共通認証局”について検討・構築し、今年度行われる実用化のための実証で
利用・検証する。

４－２ 通信プロトコルの標準化に関する検討
商品マスタデータ同期化システムと次世代ＥＤＩで利用される通信プロトコル仕様に関する条件・

制約等を明確にしたガイドラインを策定する 。

４－３ データプール事業者、ＶＡＮ事業者の認定基準策定に関する検討
商品マスタデータ同期化システムにおけるデータプール事業者、次世代ＥＤＩにおけるＶＡＮ事業

者等、企業間データ交換サービスを提供する各種事業者が、上記の共通基盤を使用できる環境に
あるかどうかの認定基準を、必要性も含めて検討する。
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各事業の内容（５）

５．標準の維持管理の検討、広報・普及活動

来年度以降の本格実運用時に必要となる標準の維持管理のあり方について検討する。また、事
業全体の広報・普及活動のあり方について検討し、実施する。

５－１ 標準の維持管理のあり方の検討
本事業で策定した共通基盤を構成するさまざまな標準の策定と維持管理のあり方を検討する。

◆組織（仮称：流通システム標準化協議会）

－ユーザ企業・業界団体、ＩＴベンダー等、各者の役割に応じた組織のあり方

◆機能

－標準化促進（標準の策定と改訂）

－標準利用にあたり必要となるインフラ等の管理・運営

－啓発・普及 等

５－２ 広報・普及活動
本事業において検討している内容を広く関係者に普及促進するために、以下の活動を行う。

◇Ｗｅｂページの作成・運営

－今年度は流開センターのＨＰに｢経済産業省流通システム標準化事業｣名で作成。

◇普及説明会の開催（下記３種を開催）

－昨年度までの流通ＳＣＭ事業成果報告会（9/27・東京、10/5・大阪）

－主要都市での普及説明会（10月中旬～11月下旬に全国８都市で開催）

－今年度事業の成果報告会（来年３月に東京と大阪で開催）


